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平成 23 年２月 25 日 

各   位 
会 社 名  リリカラ株式会社 
代表者名  代表取締役社長 山 田 俊 之 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８２７） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役常務執行役員総務本部担当 佐藤伸男 
電話０３－３３６６－７８４５ 

 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年２月 25 日開催の取締役会において、「定款の一部変更の件」を平成 23 年３月 30 日開催予

定の当社第 70 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．定款変更の目的 

ジャスダック証券取引所の大阪証券取引所との合併に伴い、名称の変更を行うものであります。 

 

２．日程 

取締役会決議 平成 23 年２月 25 日 

株主総会開催予定日 平成 23 年３月 30 日 

効力発生日 平成 23 年３月 30 日 

 

 

以 上 
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（下線部分は変更箇所です｡） 
現 行 定 款 変 更 案 

第２章の２ 種 類 株 式 

（Ａ種無議決権種類株式） 

第 12条 当会社の発行するＡ種無議決権種類株式の内

容は以下のとおりとする（以下、本条におい

て、「Ａ種株式」という。）。 

1.～4. <条文省略> 

5.普通株式を対価とする取得請求権 

(1)～(3) <条文省略> 

(4) Ａ種株式の取得請求権行使前 90 取引日目に

始まる 90 取引日のジャスダック証券取引所

における当会社の普通株式の毎日の普通取

引の終値（気配表示を含む｡）の平均値（終

値のない日を除く。以下、「普通株式時価」

という｡）が当初取得価額を下回る場合、当

該平均値（円位未満小数第２位まで算出し､

その小数第２位を四捨五入する｡）を調整後

取得価額とする。ただし、かかる平均値が 208

円を下回る場合には、208 円（以下「下限取

得価額」という｡）を調整後取得価額とする｡

(5)～(12) <条文省略> 

6. <条文省略> 

7. 普通株式を対価とする取得条項 

(1) <条文省略> 

(2) Ａ種株式の強制取得と引換えにＡ種株主に

対して交付する普通株式の株式数は、Ａ種株

主が保有するＡ種株式の払込金額の総額を

強制取得価額（強制取得日に先立つ 90 取引

日目に始まる 90 取引日のジャスダック証券

取引所における当会社の普通株式の毎日の

普通取引の終値（気配表示を含む｡）の平均

値（終値のない日を除く｡）とする。ただし､

平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を四捨五入する｡）で

除して算出される株式数とし、交付する株式

数の算出にあたり、１株未満の端数が生じた

場合、これを切り捨てる｡ 

8.～9. <条文省略> 

<現行どおり> 

<現行どおり> 

第 12 条 <現行どおり> 

 

 

1.～4. <現行どおり> 

5. <現行どおり> 

(1)～(3) <現行どおり> 

(4) Ａ種株式の取得請求権行使前 90 取引日目に

始まる 90 取引日の大阪証券取引所における

当会社の普通株式の毎日の普通取引の終値

（気配表示を含む｡）の平均値（終値のない日

を除く。以下、「普通株式時価」という｡）が

当初取得価額を下回る場合、当該平均値（円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する｡）を調整後取得価額とす

る。ただし、かかる平均値が 208 円を下回る

場合には、208 円（以下「下限取得価額」と

いう｡）を調整後取得価額とする｡ 

(5)～(12) <現行どおり> 

6. <現行どおり> 

7. <現行どおり> 

(1) <現行どおり> 

(2) Ａ種株式の強制取得と引換えにＡ種株主に対

して交付する普通株式の株式数は、Ａ種株主

が保有するＡ種株式の払込金額の総額を強制

取得価額（強制取得日に先立つ 90 取引日目に

始まる 90 取引日の大阪証券取引所における

当会社の普通株式の毎日の普通取引の終値

（気配表示を含む｡）の平均値（終値のない日

を除く｡）とする。ただし、平均値の計算は、

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を四捨五入する｡）で除して算出される株

式数とし、交付する株式数の算出にあたり、

１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨

てる｡ 

8.～9. <現行どおり> 
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現 行 定 款 変 更 案 

（Ｂ種無議決権種類株式） 

第 12条の２ 当会社の発行するＢ種無議決権種類株式

の内容は以下のとおりとする（以下、本条に

おいて「Ｂ種株式」という｡）｡ 

1.～2. <条文省略> 

3. 普通株式を対価とする取得請求権 

(1)～(3) <条文省略> 

(4) Ｂ種株式の取得請求権行使前 90 取引日目に

始まる 90 取引日のジャスダック証券取引所

における当会社の普通株式の毎日の普通取

引の終値（気配表示を含む｡）の平均値（終

値のない日を除く。以下、「普通株式時価」

という｡）が当初取得価額を下回る場合、当

該平均値（円位未満小数第２位まで算出し､

その小数第２位を四捨五入する｡）を調整後

取得価額とする。ただし、かかる平均値が

232 円を下回る場合には、232 円（以下「下

限取得価額」という｡）を調整後取得価額と

する｡ 

(5)～(12) <条文省略> 

4. <条文省略> 

5. 普通株式を対価とする取得条項 

(1) <条文省略> 

(2) Ｂ種株式の強制取得と引換えにＢ種株主に

対して交付する普通株式の株式数は、Ｂ種株

主が保有するＢ種株式の払込金額の総額を

強制取得価額（強制取得日に先立つ 90 取引

日目に始まる 90 取引日のジャスダック証券

取引所における当会社の普通株式の毎日の

普通取引の終値（気配表示を含む｡）の平均

値（終値のない日を除く｡）とする。ただし､

平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を四捨五入する｡）で

除して算出される株式数とし、交付する株式

数の算出にあたり、１株未満の端数が生じた

場合、これを切り捨てる｡ 

6.～7. <条文省略> 

<現行どおり> 

第 12 条の２ <現行どおり> 

 

 

1.～2. <現行どおり> 

3. <現行どおり> 

(1)～(3) <現行どおり> 

(4) Ｂ種株式の取得請求権行使前 90 取引日目に

始まる 90 取引日の大阪証券取引所における

当会社の普通株式の毎日の普通取引の終値

（気配表示を含む｡）の平均値（終値のない日

を除く。以下、「普通株式時価」という｡）が

当初取得価額を下回る場合、当該平均値（円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する｡）を調整後取得価額とす

る。ただし、かかる平均値が 232 円を下回る

場合には、232 円（以下「下限取得価額」と

いう｡）を調整後取得価額とする｡ 

 

(5)～(12) <現行どおり> 

4. <現行どおり> 

5. <現行どおり> 

(1) <現行どおり> 

(2) Ｂ種株式の強制取得と引換えにＢ種株主に対

して交付する普通株式の株式数は、Ｂ種株主

が保有するＢ種株式の払込金額の総額を強制

取得価額（強制取得日に先立つ 90 取引日目

に始まる 90 取引日の大阪証券取引所におけ

る当会社の普通株式の毎日の普通取引の終値

（気配表示を含む｡）の平均値（終値のない日

を除く｡）とする。ただし、平均値の計算は、

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を四捨五入する｡）で除して算出される株

式数とし、交付する株式数の算出にあたり、

１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨

てる｡ 

6.～7. <現行どおり> 

 


